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Ⅰ．はじめに

　我が国企業の内部統制は，上場企業および大
企業で導入・実施が進み，社会的にも認知され
ている。一方，横領事件の発生は日常茶飯事で
あり，しかも内部統制を実施している上場企業
や大企業にも数多くの発生がみられる。表面的
で中身のない対応をしている企業は別問題とし
て，内部統制のリスクマネジメントは横領リス
クに対して効果があるのか，内部統制の原則に
欠陥や限界はないのか，内部統制が要求する内
容を現実的に実施できるのかを検証する。そし
て，内部統制の原則または実施方法に欠陥や限
界があるのであれば，その対応策を研究するも

のとする。
　第一に，横領事件の発生件数や，企業名，事
業所・部署，役職，期間・回数，相手企業，対
象物，金額を調査し，横領事件の傾向や特徴を
確認する。第二に，内部統制におけるリスクマ
ネジメントの基本的要綱，各部署の業務や業務
プロセスにおける対応を確認し，その対応が現
実的で効果があるのかを検証する。内部統制が
横領リスクの対応に欠陥または限界があること
が確認された場合は，第三に，その対応策を検
討し，提案するものとする。

【研究ノート】

横領リスクにみる内部統制の限界，その対応

高市　幸男（東京商工リサーチ）

　リスクの対応策としては，内部統制（リスクマネジメント） １）が有効と考えられる。しかし，内
部統制を実施している上場企業や大企業にも多くの横領事件が発生している。この現実は内部統制
のリスク対応力・抑制力に限界があることを示す。内部統制の原則による目的や対象企業・事業所，
リスク評価額，対象リスクの決定，および各業務担当者・業務プロセスのリスク対応が，横領リス
クに十分対応できず，限界があることを確認した。さらに内部統制は，「外部取引先との共謀によ
る横領リスクには全く無力である」ことが明確になった。この限界を補うべく「リスクの認識」「リ
スクの対応策」「対応部署・機能」を検討した結果，①内部リスクである横領リスクを外部リスク
として認識する　②販売先向けの与信管理を全ての取引先に適用する　③企業情報の収集や経営内
容の評価，信用度・リスクの把握を日常業務とする与信管理部門（機能）を活用する。以上の３点
を提案する。
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Ⅱ．横領事件の発生

１．横領事件の発生件数

　横領事件の検挙件数は1,045件（2015年　表
１），横領・背任被疑事件通常受理人員数は
12,135人（2016年　表２）である。刑事事件と
して報道される事件は氷山の一角であり，報道
されない民事事件や公開されない社内処理事件
は極めて多いものと推測される。
　表１，表２は2005年からの横領事件の発生を
示したものであるが，共に減少している。その
原因としては，内部統制の社会的浸透，導入企
業の増加があるものと推察される。しかし，事
件発生の公表は内部統制の不備を表明するに等
しく，信用低下やイメージダウンの恐れがある
ことから，法的処理を避け，社内で処理するケ
ースが多々ある。このため，実際の発生件数は
不明といった方が正しい。ただし，横領事件の
発生が減少しているとしても，年間数千件の事
件が発生し，数万人の人員が関与し，企業に多
大な損害を与えている事実に変わりはない。

２．主な横領事件とその特徴

　報道および公開される横領事件は，世間の関
心が高いと思われる官公庁などの公的機関や上

場企業・大企業・著名企業，または被害金額が
極めて大きい，実行者の地位が高い，手口が極
めて巧妙・珍しい，などに限られる。よって報
道・公開されている事件だけで全体の件数を把
握するのは困難であり，発生率や要素別構成比
などの計算ができず，数値によって傾向を表す
ことができない。このため本稿はあくまでも報
道・公開された事件の中から傾向や特徴を見出
すものとする。表３は，近年，マスコミに報道
された横領事件から，特に目についたものを筆
者がリストアップ，編集したものである。図表
４は，筆者が横領事件の要素を整理したもので
ある。
⑴会社種類

　横領事件の発生は，報道・公開されない事件
を考慮するなら圧倒的に中小企業が多いものと
推測される。しかし，表３を見るに，ガバナン
スやコンプライアンス，就業規則，業務上の管
理も徹底されていると思われる上場企業や大企
業，著名企業にも，多く発生していることが分
かる。
⑵事業所・部署・役職

　横領事件が発生する事業所は，本社だけでな
く，管理が手薄となる支店や営業所，また親会
社同様の管理をすべき子会社にも多く見られ
る。部署では預金の入出金および現金を直接扱

表１　横領事件件数

表２　横領・背任被疑事件通常受理人員数
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う経理部門，売上の計上および売上金を回収す
る営業・顧客担当部門，仕入先や外注先の取引
担当で支払伝票を作成する部門にも多くの発生
が認められる。役職では責任感が比較的乏しい
と思われる社員・非正規社員だけでなく，リス
クの発生を抑制する立場にある責任者や内部統
制を実施・監視すべき立場にある取締役にも多
く見られる。
⑶期間（回数）・金額

　表３に掲載された事件では，10年・10回以上
と極めて長期・多数回におよぶ事件が多く見ら
れる。期間が長い分自ずと金額も巨額になる。

また概して役職が高いほど金額が大きくなって
いる。これは役職が高いほど牽制機能が働き難
く，自身の裁量で扱える金額が大きくなるため
である。
⑷相手先・対象物

　横領には，預金から直接金銭を引き出す，ま
たは現金を着服するなどの直接的方法と取引先
を利用して間接的に金銭を着服する間接的方法
がある。間接的方法では販売先または仕入先，
外注先，事業サービス会社などが利用される。
よって対象物は商品や外注費，経費など，取引
内容によって様々となる。

表３　近年の主な横領事件

表４　横領事件の要素
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⑸ 事件の影響および金銭以外の被害（表３に掲

載していない事件も説明する）

　横領事件は被害企業の経済的損失，実行者の
懲役や解雇，降格・減給，損害弁償などの罰則
だけで済むものではない。例えば2015年９月の
岸運輸では，代表者が保険金を残して自殺，実
父は心労によって死去するという悲惨な結末に
至った。2015年12月のNHKアイテックでは，
社員の作ったペーパーカンパニーに６年間，
５百数十回もの架空発注を繰り返し，通常の企
業では到底考えられない杜撰な管理が明らかに
なった。このため親会社のNHKに大きな社会
的批判が寄せられた。2016年10月のソニーLSI
デ ザインでは，横領に協力させられた
REVSONICが信用失墜で有力得意先を失った
ことから倒産した。2017年９月の太陽日酸，同
年10月の日本メックスでは同社下請会社の社長
が共犯として逮捕された。中小企業で社長が逮
捕された場合，信用は失墜し，経営が悪化，危
機的状況になるのが一般的である。以上，横領
事件は，被害金額を経理処理するだけで済む企
業もあるが，死活問題になる企業もあり，また
関与した企業は自発的であるか，強制されたか
を問わず，大きなペナルティーを受けることも
あり，現状のまま放置することのできない社会
問題になっていると思われる。

Ⅲ． 内部統制による横領リスクの
対応

　リスクの発生防止策・抑制策としては，内部
統制におけるリスクマネジメントが有効とされ
る。会社法とJ-SOX法は，法的に内部統制の実
施を規定し，COSO-ERMはマネジメントの規
範を示している。それらに基づいて各業務担当
者に対する不正防止策や業務プロセスにおける
対応策が実施されている。また，与信管理業務
は販売先に対する信用リスクの低減または回避
を行い，内部統制の一施策として位置づけられ

ている。
　しかし，前述のごとく，内部統制を実施して
いる企業にも多くの発生が見られる事実からし
て，内部統制自体または実施方法になんらかの
問題があるものと思われる。以下，内部統制が
横領リスクの対応にいかなる欠陥，限界がある
のかを検証する。

１．内部統制の限界

　内部統制は，その定義にあるように，内部統
制の構築に当たる経営者に対してリスクが受容
可能な程度にまで低減できたという合理的保証
をもたらすものであって，絶対的な保証を提供
するものではなく，以下のような限界があると
されている ２）。
　① 判断の誤り・不注意，複数の担当者による

共謀
　② 想定外の環境変化，非定型的な取引
　③ 費用と便益との比較衡量が求められる
　④ 経営者が無視ないし無効ならしめることが

ある
　以上，内部統制は対応できるリスクに限界が
あることを明言している。横領リスクは正しく
その限界を超えるものであり，対応ができない
リスクと言える。以下，限界の理由および内容
を確認する。

２．目的

　内部統制の基本的な目的は，財務諸表の信頼
性確保，決算・財務報告に関わる業務の正確性
にある ３）。業務プロセスでは売上・売掛金・棚
卸資産に係る業務の管理に力点が置かれてい
る ４）。このため決算・財務報告以外の業務に対
する有効性・効率性についての検討，対応が十
分になされず，また仕入・買掛金・経費の支出
に対する業務プロセスのリスク管理も不十分に
なる。これが横領リスクに対する対応の限界と
なる。
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３．対象企業・事業所

　会社法は大企業，J-SOX法は上場企業に内部
統制の実施を規定し，連結対象子会社および持
分法適用となる関連会社についても，親会社同
様の内部統制の実施を求めている ５）。しかし，
現実的には適用困難な企業が多く，運用上の限
界が認められる。
　支店や営業所などの事業所は，売上累計で上
位の２/３程度がリスク管理の対象とされてい
る ６）。下位の１/３に該当する事業所は管理対
象外にしてもよく，２/３の上位事業所も事実
上運用困難にある企業が多々ある。

４．リスクの評価額，対象リスクの選択

　内部統制の管理対象となるリスクは，金額的
に財務諸表の信頼性に重要な影響を及ぼすもの
であり，その金額は連結税引前利益の５％程度
以上とされている ７）。つまり５％未満のリスク
は管理対象外としてもよいことを意味してい
る。横領金額は個人ベースでは巨額であっても，
上場企業や大企業にとっては少額である。また

横領は複数年，場合によっては10年以上に及ぶ，
このため総額は巨額であっても，単年度では少
額であり，内部統制の評価に影響を与えること
はまれである。このため横領リスクは金額的に
内部統制の対象外とされることが多い。
　内部統制の管理対象とするリスクは，基本的
に評価額の大きい上位順で決定されるが，結論
的には代表者の選択に任される。よって代表者
が選択せず無視した場合または自身の不当な目
的達成のために無効とすることもできるのであ
る。つまり代表者自身が行う横領については，
対応し得ないという限界になる。

５．業務担当者のリスク対応

　表５は，一般的企業の業務担当者に対するリ
スクの対応 ８）と問題点を整理したものである。
対応策はよく知られており，導入している企業
も多い。しかし，表に示した通り問題点も多い。
定期的な人事異動は「業務の熟練による効率
化・精度向上に反する」「マニュアル化による
弊害」「取引先との接点減少による営業機会の

表５　業務担当者のリスク対応と問題点
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喪失や業況把握力の低下」などが指摘されてい
る。権限集中の防止は「奇麗ごとで実際に実施
するとなると極めて難しい」，相互監視や内部
通報制度は「経営者，社員間の信頼関係を阻害
する」などの問題がある。このため，人材・資
金力が豊富な企業や事業所しか実施できず，人
材・資金力に乏しい子会社や支店・営業所に
は，実施が難しい施策となっている。

６．業務プロセスのリスク対応

　表６は，一般的企業の業務プロセスにおける
リスク対応 ９）と問題点を整理したものである。
各業務における伝票チェックは，オペレーショ
ンリスクの回避に効果がある。しかし効率性に
反し，マニュアル化による弊害が指摘されてい
る。また，社内の事務処理において，どれほど
伝票をチェックし，正確に処理しようとも，社
内または取引先との共謀による横領には全く無
力である。なぜなら売上代金の着服では販売先
との共謀により売上伝票作成の段階から，仕入
代金の着服では仕入先との共謀により発注書作

成の段階から操作されており，以後の事務処理
がいかに正確であろうと，不正は発見し得ない
からである。
　監査による仕訳伝票によるチェックは，仕訳
上の問題は発見できても，取引の適正性を判断
することは難しく，横領を発見することは難し
い。表３の通り10年以上におよぶ横領が発生し
ている事実は，正に監査の限界を示している。
また，近年AIを活用した仕訳伝票の分析によ
って，不正取引発見の精度を上げていると聞か
れる。しかし長期および小口・安定した取引に
は異常性を発見できないという欠点が指摘され
ている。

７．与信管理

　与信管理は，販売先の信用リスクを管理対象
とし，信用調査によって経営内容の把握やリス
クの評価，取引の可否判断を行う。換言すれば
販売先のリスクマネジメントを行っており，内
部統制によるリスクマネジメントの一部と理解
される 10）。

表６　業務プロセスによるリスク対応と問題点
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　しかし，多くの横領事件に見られる共謀先の
仕入先や外注先，事業サービス会社を管理対象
としていない。また取引先という外部リスクに
対する対応であって，横領リスクのような内部
リスクを対象としていない。しかも近年，倒産
の減少から不良債権の発生減，予算の削減，部
署の閉鎖・統合などで業務処理能力が低下して
いる。このため単純な販売先を利用した（され
た）横領も防止できないケースが発生している。

８．発覚の端緒

　表７は，横領等の社内不正が発覚した端緒を
集計したものである 11）。上場企業や大企業で多
額の費用を投じて実施される外部監査は，僅か
３％の発見率である。統制活動や内部監査など
の業務上行うチェックは，合わせて26％にある。
よって，自らの施策によって発見できたのは合
計29％となる。一方，内・外部からの情報提供
や偶然，自白などの施策外で発覚したのは71％
であり，内部統制等の施策によって横領を発見
することの難しさを物語る。注目すべきは外部
（取引先等）の情報提供が41％を占めており，
横領リスクの対応策を検討する上で，重要な示
唆を与えている。

Ⅳ． 内部統制の限界に対する対応
策の検討

　前述によって，内部統制におけるリスク対応
策は，①子会社や支店・営業所が導入するには
かなりハードルが高いこと，②横領リスクに対

して十分な機能を果たすことができないこと，
③外部取引先との共謀による横領には全く無力
であること，が明らかになり，内部統制による
リスクマネジメントは，横領リスクに対して限
界があることが確認された。
　よって，Ⅳでは，内部統制によるリスクマネ
ジメントが抱える限界の原因を「リスクの認識」
「リスクの対応」「対応部署・機能」の３点から
検証し，全く無力であることが明らかになった
「外部取引先との共謀による横領」について，
その対応策を検討する。

１．リスクの認識

　単独の役員または社員による現金もしくは預
金の横領は，社内の管理・チェックで発見・防
止することが可能であり，一般的な内部統制の
リスクマネジメントで対応できる。しかし，外
部取引先との共謀による横領は，社内の管理・
チェックでは発見できない。一方，表７にある
通り，社内不正の発覚で一番多いのは外部取引
先からの情報提供である。よって社内の不正と
いう社内リスクを，視点を変えて取引先に発生
する外部リスクとして認識してみる。
　通常，取引先のリスクと言えば「販売先の不
良債権発生」や「仕入先の商品供給停止」「倒産」
「法令違反」などであるが 12），「販売先との共謀
による架空売上の計上・売上代金の横領」，「仕
入先との共謀による架空仕入の計上・仕入代金
の横領」「外注先との共謀による架空外注費の
計上・外注費の横領」なども，取引先のリスク

表７　横領等社内不正発覚の端緒



─ 102─

年報『経営分析研究』第34号（2018年３月）

として認識するのである。つまり，外部取引先
との共謀による横領リスクを「自社担当者から
の不正取引の要請に応ずる取引先のリスク」「自
社担当者からの不正取引の要請を自社に連絡し
ない取引先のリスク」「自社に不正取引を誘う
（強制する）取引先のリスク」と理解するので
ある。

２．リスクの対応策

　リスクを発生させる，またはリスク発生の可
能性が高い会社を「危ない会社」とする。一般
的に「危ない会社」は経営悪化会社を指すが，
取引上リスクをもたらす会社はそれだけでなく
「不良・低レベル会社」「ジコチュウ会社」「低・
反モラル会社」「経営悪化会社」「悪徳・詐欺会
社」「反社会的勢力」などがある 13）。これら企
業との取引にあっては十分な注意を払い，常時
監視することでリスクを回避または抑制するこ
とができる。
　「不正取引の誘いに応ずる取引先」と「不正
取引の誘いを報告しない取引先」「不正取引を
誘う取引先」も「危ない会社」として認識し，
十分な注意を払うものとする。「危ない会社」
の兆候が認められた場合は，担当者への注意喚
起によって，クレッシーのいう不正のトライア
ングル 14）から「機会」を奪い，リスクの発生
を防止する。また，取引の縮小・停止によって
被害の縮小・回避を行うものとする。
　「危ない会社」の把握は与信管理によって行
うことができる。与信管理業務の信用調査およ
び業況の追跡調査，外部情報の収集，分析・評
価は，販売先のリスク把握と取引の可否判断，
リスク対策に使用されている 15）。この管理手法
およびノウハウは販売先に限ることなく，仕入
先や外注先・事業サービス会社にも利用するこ
とが可能である。よって与信管理の対象企業を
全ての取引先にすれば，全ての取引先における
リスクの把握・対応ができるのである。

３．対応部署・機能

　会社の業務に精通し，取引先の経営情報を収
集することができ，かつリスクを把握・評価で
きる専門家が，常時取引先を監視し，取引の担
当者を指導できる独立した専門部署または機能
を設置するものとする。この部署・機能によっ
て「危ない会社」との取引を回避または縮小す
ることで，外部リスクの対応が可能となる。ま
た，役員や社員が行う不正取引に対しては牽
制・防止機能を働かせることで，内部リスクの
発生を防止・抑制することができる。
　与信管理部門は，販売先のリスク管理を担当
し，日常業務として販売先の経営情報を収集し，
リスクを評価している。この与信管理部門の管
理対象を販売先だけでなく仕入先や外注先，事
業サービス会社のすべてに拡大し専門部署とす
れば，営業や経理，仕入部門などに負担をかけ
ることなく，効率的かつ効果的なリスク管理が
可能になる。既存の組織または機能を利用する
ことで，費用負担も比較的少なく，子会社や支
店・営業所でも実施できるものと考えられる。

Ⅴ．結論，今後の課題

１．結論

　内部統制のリスクマネジメントは，横領リス
クに対して回避・抑制の機能を十分発揮でき
ず，特に外部取引先との共謀による横領リスク
には全く無力である。その原因は内部統制の実
施状況だけでなく，内部統制の目的や対象事業
所，リスクの評価額，対象リスクの決定といっ
た原則自体に存在し，また，内部統制に基づく
業務上のリスク対応も十分な効果を発揮できな
いことが確認された。
　内部統制が全く無力である外部取引先との共
謀による横領リスクに対して，その対応を検討
した結果，①内部リスクではなく外部リスクと
して認識すること　②販売先に実施している与



─ 103─

横領リスクにみる内部統制の限界、その対応（高市）

信管理の手法を全ての取引先に適用すること　
③実施にあっては与信管理部門の機能拡充と専
門独立化が効率的かつ効果的である。以上の３

点を提案する。

２．今後の課題

　本稿の提案を実施し，効果を上げるには　①
大企業・優良企業の重要取引先であろうと，相
手担当者から不正取引を持ち掛けられた場合，
会社として断れる決断ができる，または担当者
の変更を要求できること　②自社担当者は，相
手担当者から不正取引の誘いがあった場合，勝
手に判断することなく，与信管理部門に報告す
ること　③取引先から自社担当者の行動・評判
を正しく聞ける情報ルートおよび信頼関係を築
くこと，が重要である。
　これら要件を克服するためには，従来の与信
管理業務を発展・拡大させた業務内容および機
能・役割・権限を検討，研究する必要がある。
 以上

（注）

１） 　リスク管理・内部統制に関する研究会（2003）は，

内部統制とリスクマネジメントは一体となって機

能すべきものとして，その指針を示している。

　　　杉野文俊（2007）は，「内部統制はリスクマネジ

メントに他ならない」とする。

２） 　町田祥弘（2008）

　　　監査法人トーマツ（2003）

３） 　八田進二（2012）

４） 　町田祥弘（2008）

５） 　町田祥弘（2008）

６） 　町田祥弘（2008）

７） 　町田祥弘（2008）

８） 　Bizup「企業経営情報レポート」，佐藤孝幸（2007）

を参考に，筆者加筆整理

９） 　佐藤孝幸（2007）を参考に，筆者加筆整理

10） 　平松徹（2007）

11） 　日本公認不正検査士協会（2011）

12） 　高市幸男（2008）

13） 　高市幸男（2016）

14） 　甘粕　潔（2010）

15） 　結城哲彦（1978）
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